成熟企業の新事業開発 : 組織認識論からのアプローチ by 角田,隆太郎
131 
成熟企業の新事業開発
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序
円高による輸出競争力の低下，あるいは消費者のニーズの多様化につい
ていけないことによる成長率の低下等の原因から，事業の再構築(リスト
ラクチュアリング)を迫られている企業の数が増加している。何もないー
からスタートしたベンチャー企業と比較して，これらの成熟企業と呼ばれ
る企業における新規事業の開発は格段に困難だといわれている。
「成熟企業」ということばには二つの意味がこめられている。一つは成
熟産業に身を置く企業と L寸意味である。これらの企業は本業以外の分野
に一斉に多角化し，それによって業界の垣根がなくなり，それぞれの産業
での競争が従来よりもさらに激化し，その産業の成熟化を加速させるとい
う新たな問題を生み出している。
成熟企業の持つもう一つの意味は，組織の老化がすすみ柔軟性が失われ
つつある企業という意味である。これらの企業では，新しい事業コンセプ
トを自らの組織から生み出すことができなくなっており，事業の再構築の
ために多角化を企図しでもそれを実行するための組織活力が失われてい
る。新しい事業コンセプトは，その産業における中枢ではなく辺境に存在
する企業から生まれるともいわれている。
成熟企業の新事業開発に，本稿では組織認識論の視点からのアプローチ
を行う。成熟企業の新事業開発において真に重要なのは上記の第二の問題
である。成熟企業の新事業開発における困難な問題は，単なる戦略の革新
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によっては解決できなし、。組織と戦略は栢互浸透し，組織を変えなければ
戦略も変わらなL、。組織の物の見方を変え，新しい事業コンセプトを生み
出す組織づくりについての提案を行うことが本稿の目的である。そのため
には組織認識論の視点が必要とされる。
次節では，本業以外の分野への多角化戦略としての新事業開発について
のこれまでの研究成果を整理し，成熟企業の新事業開発においてはその説
明カが低下することを事例によって示す。次に組織の物の見方とその変化
の理論(組織認識論)から，戦略を生み出すものとしての組織の革新のモ
デルを提示する。最後に，成熟企業の新事業開発へのその応用として，味
の素(株)の新事業開発の事例を取り上げる。
2 多角化戦略と新事業開発
企業の新事業開発をどのように行うべきかについては，本業以外の分野
への多角化戦略として数多くの研究が行われている。ルメルト(1974)お
よび吉原他(1981)は実証的な研究によって多角化(新事業開発)の実践
的な方法論を展開している。
多角化とは新製品を市場に導入すること，あるいは新製品によって新市
場を開拓することであり，成長をもたらすために多角化戦略をし、かに行う
べきかが問題となる。その結論はつぎのようにまとめられる。
(1) 多角化の成果(収益，成長)は，新規事業の売上高の全売上高に占め
る比率のような数量的な尺度ではなく，新規事業と既存事業との関連性
と関係する。
(2) 既存事業との関連性を多角化の程度とした場合，多角化の程度の高い
企業の方が成長性が高い。
(1) 多角化戦略を，垂直的統合戦略，本業中心多角化戦略，関連分野多角化戦略，
非関連多角化戦略の四つのタイフ。に大別し(本業中心多角化戦略と関連分野多角
(次頁へ続く)
成熟企業の新事業開発 13 
(3) 収益性については，中程度の多角化を行っている企業が優れている。
(4 ) ある一定の多角化度を越えると，成長性と収益性の聞にトレード・オ
フの関係がある。収益性を高めるためには，コアとなるある種のスキル
を中心として関連性のある多角化を行う必要があるが，成長伎を高める
ためには，時には基軸を離れて多角化する必要がある。
トヨタ自動車と旭化成の住宅事業進出の事例
トヨタ自動車(以下では， トヨタと略する)と旭化成の住宅事業進出の
事例によって，多角化戦略の研究から得られた上記の結果について検討し
てみよう。
トヨタの住宅事業進出は昭和52年である。自動車で培った組立技術の利
用と，強力な自動車販売網の活用を前提にした市場参入であった。組立技
術への自信から，プレハブ化率90%と最初から工場生産の比率が高く，プ
レハブ住宅のなかでも相対的に小さな市場であったユニット住宅部門に進
出した。既存事業との関連性を強く前面に押し出した多角化で、あったが，
発売された製品の難と販売力が思ったほど機能しなかったことから，販売
実績3000棟(昭和63年)とこの業界の中堅企業並みの実績を上げているも
のの， トヨタの全売上高に占める比率は1%未満で，この新事業は今日で
も見るべき成果を上げているとはいえない。
旭化成の住宅事業進出は， トヨタよりも 5年早く昭和47年である。自社
内に住宅事業に関連するノウハウはなかったと，旭化成では関係者が繰り
返し強調している。当時の社長宮崎輝氏はつぎのように述べている。
「血みどろの勉強をして住宅事業のノウハウをつかめ。そのため三年
は予定額の赤字を出しでも，既存分野でカバーしてやる。それは健全な
赤字である。J
化戦略は，さらに集約的と拡散的に細分される)，多角化の程度は垂直的統合戦
略がもっ止も低く，との順に高くなってL、く。(吉原他， 1981) 
(2) 榊原 (1988)を参照。
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旭化成は新しい素材へーベルの魅力を前面に出し，高級化・差別化をは
かり，多様なニーズに応えられる商品企画を出すことに努めた。組織づく
りにおいても，住宅事業のために新たに営業網をつくり，新入社員の過半
を毎年住宅部門に送り込んだといわれている。旭化成の住宅事業は，今E
では経営の三本柱のーっとして成長し，みごとな成功を収めている。
トヨタと旭化成は，ともに本業部門の成熟化を背景とし，異業種からプ
レハブ住宅事業に新規参入した。この事例からは，事業環境が高度に成熟
した企業にとっては，本業まわりで事業を展開せょとし、う命題は当てはま
っていないように思われる。
成熟企業の新事業開発に対する多角化戦略からの視点には，二つの明ら
かにすべき問題が残っている。一つは， I基軸を離れた多角化の必要なの
はいつかJということである。それは， I組織は変化の必要性をいつ認識
するかjという問題でもある。
もう一つの問題は， I事業聞の関連性」というコンセプトである。トヨ
タと旭化成の事例においても，旭化成の住宅事業が既存事業と客観的にま
ったく関連性を持たないとは考えられない。両社の違いは関連性の強調の
度合いといってもよい。実際の関連性の有無よりも，既存事業との関連性
についての企業の態度表明が，多角化の成功と相関するといってもよL、。
それは事業間の関連性についての組織の認識ということもできる。このよ
うに，成熟企業における新事業開発の成功と失敗には，組織の認識が重要
な意味を持っている。
既存事業との関連性の認識とは，知識の獲得と利用のパターンの一つ，
あるいは既存事業で獲得した知識の利用の仕方のーっと考えることができ
る。トヨタのように事業相互の関連性を強調し，組織がこれまでに獲得し
た知識を有効に利用しようとして新分野に出ていくと，どうしても既存事
業のメガネで物事を見てしまい，新たな学習の可能性を狭めてしまう。旭
化成のように，関連性のないことを当事者が強調した方が，メンバーの学
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習意欲を喚起し，新規事業における成功に必要な知識を獲得する可能性が
高い。この組織認識における企業聞の違いがなぜ生じるのかについては，
企業パラダイムと呼ばれるコンセプトによって説明することができる。
3 組織と戦略の相互浸透
成熟企業における新事業開発には，戦略の革新と組織の革新というこつ
の側面がある。戦略の革新とは，既存事業の成長率の低下に伴う新たな成
長分野の探索であり，組織の革新とは，成熟化に伴う組織活力の低下への
対処である。それらはともに企業組織の生存という呂的を持つ。前者には
既存事業との関連度の認識，後者には組織の変化の認識とL、う問題がある。
これらの二つの問題は有機的に関連しており，二つを同時に解決しなけれ
ば成熟企業の新事業開発は成功しない。そのためには組織と戦略の相互浸
透の関係に注目する必要がある。
戦略と組織を切り離して考えるようになったのは，チャンドラー(1962)
によるアメリカ大企業の事業部制組織構造の成立の分析に始まる。事業部
制組織構造は，企業が多角化戦略をとることによって生じた組織的な混乱
を解決するために生み出された組織構造である。
企業が多角化戦略をとることによって生じたもっとも重要な組織的な問
題は， トップマネジメントが短期的業務的な問題に目を奪われ，長期的政
策的な決定が忘れ去られてしまうということであった。戦略的意思決定と
業務的意思決定を峻別し，政策決定機関と政策執行機関を垂直的に機能分
化することによってそれを解決しようとした。それが分権的な事業部制組
織構造の形成であり，この結果，政策の策定と決定は戦略策定，政策の実
施は組織として，組織と戦略は分離していった。
(3) このような組織現象は， r意思決定のグレシャムの法則Jと呼ばれる。高度に
プログラム化されている課業と，高度にプログラム化されていない諜業との二つ
に護面している個人は，強い全体的な時間の切迫がないときですら，後者より前
者を優先してしまう。(マーチ&サイモン， 1958) 
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組織は選択されたある戦略を実行するための住組みであるというこのよ
うな視点に対して，組織には戦略を生み出すという側面もある。経営戦略
は組織的な協働の産物であり，実行段階でもどんどん変化する。戦略とは，
「一連の意思決定の累積的結果」であり，さまざまな要因の相互作用から
成り立っており，組織と戦略との区別は実際にはきわめて暖味である。こ
のように組織と戦略が相互浸透している状況の下では，有効な戦略を生み
出すための組織づくり，戦略の実行中に発生するコンティンジェンシーに
的確に対応できる組織づくりに焦点が当てられるようになった。
組織の第一の目的は，絶えず変化する環境の下で生存し続けることであ
る。生存は二つの対照的な現象ないしはプロセス(適応的行為を獲得する
ための二つの方法)に依存している。組織の内側では展開されてくる規則
性と生理機構が守られなければならないし，外側では環境の気まぐれな要
請にしたがわなくてはならない。内側での展開は保守反動的であり，新し
きものが直前の状態に(つまり積み重ねの土台をなす様々な規則性に)順
応する，あるいは両立するものであることを要求する。これとは対照的に，
外界はめまぐるしく変転し，変化を遂げた組織の出現を待ち構えている。
これは実質的に，変化の強要である。組織内の指令によって新旧の両立が
確保されたとしても，それだけでは組織体の展開の継続は保証できなし、。
組織自体が自力で変化を達成してL、かなければならない。
組織はつぎのようなメカニズムによって変化を達成してL、く。組織内に
は，必要・不必要，習慣，試練，保護等いくつかの要因によって，新しい
機能あるいはそれを体現する人々が発生してくる。それらの機能あるいは
人々が，組織の指令としてそのまま組織内に遣されるわけではない。それ
らは外的な自然選択というチャネルを一旦通して伝達される。外圧によっ
て適応的な変化を遂げるのは個体であるが，自然、選択はあくまでも個体群
(4 ) このような視点からの組織と戦略の研究については，マイルズ&スノー (1978)
及びミンツパーグ (1987)を参照。
(5) ベイトソン (979)を参照。
成熟企業の新事業開発 137 
としての組織に対して働く。しかしここで重要なことは，変化の選択され
るようなコンテクス卜(状況)を設定するのが組織であるということであ
る。 L、かなるものが自然、選択を受けるか，その条件を定めるものは組織の
習慣である。
組織の生存のためには，変化に対して適応できる特質を自然選択から守
る組織づくりが重要となる。組織づくりに失敗すれば，組織内に発生した
逆機能が，組織の命取りとなるような悪傾向を選り抜くコンテクストを設
定してしまう可能性も存在する。官僚制の逆機能と呼ばれる現象，あるい
は成熟企業における新事業開発の困難さはこれに起因するO
組織の生存のためのコンテクス卜づくりには，組織の認識(知識の獲得
と利用)が深く関係する。ベイトソン(1979)のメタフアーを借りれば，
「立派な炭鉱夫になれる強靭な肩」は子孫に直接に継承されることは決し
てなし、。しかし「炭鉱での労働」あるいは「炭鉱コミュニティの結成」は，
「強靭な肩の発育しやすさの上昇」とL、う遺伝的変化が選択されるコンテ
クストを設定する。しかしそのコンテクス卜の設定には，立派な炭鉱夫と
強靭な肩との関係についての認識を必要とする。
4 科学者の理論と実務家の日常の理論
実務家の経営の実践は， I日常の理論Jと呼ばれるある理論によって導
かれている。実務家の日常の理論は，組織成員によって組織内で共有され，
発燥してL、く。成熟企業における新規事業開発の困難さは，日常の理論の
発展パターンのもつ閤有の性質によるものである。
人は外界がどんなものであるかよりも，むしろ外界がどんなものである
と認知するかを基礎にして行動する。人々は現実構成のプロセスを通じて
外界にアプローチしており，それが科学者が外界を理解しようとする理論
構成のプロセスに類似しているという意味で，人々はそれぞれが科学者で
(6) 次頁へ記載。
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あり，その構成する理論を科学者の理論と区別する意味で「日常の理論J
と呼ぶ。
外界についての人々の考え(日常の理論)はあらゆる場で繰り返し用い
られ， 日常行動に極めて重要なものであるが， r暗黙」であり，人々の直
接の意識には入ってこない。人々は日常の理論の構造や応用については，
あまり気がついていなし、。
個人が認知する現実，すなわちその人にとって現実である思考，知覚，
感情などの座のことを，その人の「現象的な場」と呼ぶ。人それぞれの現
象の場は，単にパラパラの思考や知覚の結合ではなくて，構成された秩序
のある組織として高度に構造化されている。現象の場の構造化は，しばし
ば個人の「認知の構造」と呼ばれ，これによって人は，外界から入ってく
るいろいろな刺激に対して適切に反応する。
個人の認知の構造が企業組織の内で共有されるようになったとき，それ
を「企業ノfラダイム」と呼ぶ。日常の理論が組織内の成員に共有され発展
してL、く過程は，個人の現実が構成されてL、く過程，すなわち認知の構造
が生じてくるプロセスに，他の人々が影響を与える過程といってもよL、。
伺人の現実構成に他の人々が影響してくる仕方には，つぎの 4つのタイプ
がある。(ウェグナー&ヴァレカー， 1977) 
(1) 人々はわれわれ個人の物理的な現実の見方を変える。ことに物理的な
現実が暖昧で，明確な判断ができない場合には，人々はその状況を明ら
かにしようとして，お互いに依存し合い，グループにとって真実なもの
は何かを決めてL、く。
(2) 人々はわれわれ個人の現実の中へ現象的な場の対象物として入ってく
る。つまり他の人々はわれわれ個人が理解し予測しようと努力している
現実の一部を構成している。人の認知構造は他の人々の行動を予測しコ
ントロールする必要があり，従って，人々とはどんなものであり，何を
( 6) 人間の行動と心理に対するこのような視点は， I認知心理学」と呼ばれる。ウ
ェグナー&ヴアレカー (1977)を参照。
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するであろうかについての多くの思考を含まねばならない。
(3 ) 人々自身もまた各々の現象の場をもっていて，人との交際にはそのこ
とを考慮しなければならなし、。私たちは他の人々がどう考えるかについ
ての私たち自身の考えを構成し，人々がし、るところで適切に行動するこ
とができなくてはならない。
(4 ) 人々は私たちをどう見るかという彼ら自身の現実構成をもっている。
他の人々がわれわれ個人について何というか，われわれに対してどう行
動するか，われわれについてどう思っているとあなたが思いこむかが，
われわれ自身に関する最も重要な性質の情報となる。
理論とは，いろいろな現実の観察を構成し，それらの内的関係を明細化
する一つの合理的なシステムの中へ，それらを位置付けする方法のことで
ある。したがって理論は現実それ自身ではなく，一つの組織に過ぎない。
それは代わりの組織でいくらでも置き換えられるものであり，それらのい
ずれもが現実に対してそれぞれ違った構造を課しながら， しかもそのどれ
もが真実であることができるといった性質のものである。
理論は， I外延」と「内包」とL、う二つの違ったプロセスを通して，成
長し発展してL、く。外延とは理論的構造を新しい状況に合うように一般化
することであり，理論が外延に発展していくのは，ある一連の出来事の観
察から抽出された比較的単純な関係のセットが，新しい出来事に適用され
る時である。内包は，ある理論構造が現実をもっと適切に表すように変え
られる時に生ずる。この過程は，新しい概念が追加されるだけでなく，概
念の聞に新しい関係，あるいは違った関係が加わることをも含む。
理論の成長は，常に思考と観察との聞の相互作用を通して達成される。
現実が一つの理論によって論理的に構成されてL、く方法は，新しい観察が
なされるにつれて変化してL、く。理論というものは堅い構造ではなく，そ
れが有用であるためには，新しい証拠に適応しなければならない。
理論の構造はどんな新しい証拠を求めるべきか(探索の方向)の決定を
導くとともに，観察を偏向させる作用因ともなる。観察されたいろいろな
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関係は，まだ観察されていない関係を示唆する。理論はある部分にのみ観
察の焦点を当てることを要求することもある。われわれの観察は能動的に
選択するものであって，受動的に受け取るものではないから，理論はわれ
われに，当面しているすべての現実よりも少ない観察をさせたり，あるい
はわれわれが多くの可能な関係について，まったく注意しないということ
も起こる。理論は，ある点でわれわれが現実の何もかもを経験しなくても
よいようにしてくれるが，他の点では経験の不完全な理解へとわれわれを
導く。
人聞は素朴な科学者として行為し，社会的事実に関する理論(日常の理
論)をつくりあげる。これらの理論は，観察から引き出された概念や関係
を用い，社会的現実を観察する構造をつくり，人に予測をさせる。人々は
自分たちが用いる理論にしばしば気が付かず，このために人々は，自分た
ちが認知する構造や，実行する予測が正しいと即座に想定してしまうので
ある。
それに対して，科学者は現象の場を推量し，それを行動理解を増すため
に用いようとする。彼らは日常の理論の変化と発展を説明し予測するメタ
理論(理論の理論)を提示する。それは人が認知的にその世界を構成して
L 、く方法についての知識であり，行動の構造化についての知識である。し
たがってそれは，特殊な行動の生起を予測する助けとなる。学者の理論は
つぎのような機能をもっ。
(1) 合成の誤謬の指摘
ケインズ経済学における「個人の貯蓄が社会全体の失業を増加させる」
という命題のように，個人にとって合理的と考えられる行動が，すべて
の個人がその行動をとれば，社会全体にとって非合理的なものとなるこ
とを指摘する。
(2 ) 日常の理論の変化の必要性と，変化を促進あるいは阻害する要因を指
摘し，変化のモデ、ルを提示する。
成熟企業の新事業開発の困難さは，組織に共有されている日常の理論の
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変化と発展が，企業ノfラダイムによって制約を受けることに起因する。日
常の理論の変化発展を阻害する条件を指摘し，日常の理論の変化のモデ、ル
を提示する科学者の理論を構築することが，本稿の諜題である。次節では，
組織に共有された日常の理論が組織の環境の見方を規定するメカニズムを
説明する。
5 組織の環境認識のメカニズム
組織にとっての環境は組織内の人々によって構成されるものであり，環
境の見方が異なればその環境も異なる。環境の見方が異なれば，組織変化
の必要性や組織変動の方向も異なる。
組織は情報処理のシステムと考えることもできるが，組織内の人々は，
情報に対してではなく，情報から引き出される意味に基づいて行為し，自
らの行為にある意味を付与する。ある一つの情報が複数の意味をもっ可能
性も存在する。ある情報がどのような事象，状態をさすかを確定する過程
を意味決定の過程と呼ぶ。意味決定は，受け取られた情報と記憶された素
材情報とそれらを連結する情報をもとに行われる。連結情報はスキーマと
呼ばれ，人聞が外界を理解するための枠組となる。スキーマは緩やかに体
制化されており，その集合体が「日常の理論Jである。
日常の理論は，人々が情報を取り入れ，その意味を解釈し，それを行為
を通じて表現するプロセスで重要な役割を演じる。日常の理論は，組織構
成員の間で何らかの形で共有され，組織構成員の行為にある秩序をもたら
し(共有性)，さらに変化し発展する。企業組織における日常の理論の共
有性と発展性とをともにとらえる概念が， I企業パラダイム」である。
パラダイムとは，組織それ自体，組織と環境，組織とその構成員の関係
などについての基本的メタファーの集合体であり，これらについてのイ
メージを与える。企業ノfラダイムとは， I企業組織構成員によって共有さ
(7) 組織に対するこのような視点を， [""組織のコンティンジェンシー 理論における，
情報処理パラダイム」とL、う。加護野(1980) を参照。
142 第12巻第2号(経済学・経営学編)
れたイメージとしての世界観であり，構成員が日常の理論を用いたり，そ
れを発展させたりするときの手掛かりとなる基本的なメタファーの集合
体J(加護野， 1988 a )である。
パラダイムは，人々の意味の発見と伝達，問題の発見と解決，新たな日
常の理論の累積的な発展を可能にするO パラダイムは，日常の理論の利用
を促進する「知の編成原理J，その発展をもたらす「知の方法」としての
性質をもっている。日常の理論は，パラダイムにしたがって体制化され，
それにもとづいて発展する。(加護野， 1988 a ) 
6 成熟企業の新事業開発のモデル
成熟企業の新事業開発は，事業環境の構造的な変化あるいは強力な競合
パラダイムの出現によって，これまで、の既存パラダイムの有効性が失われ
た結果によるものが多い。また新たな事業分野への進出そのものが，既存
の事業分野で‘培われたパラダイムの有効性を喪失させる。このように，成
熟企業の新事業開発には，パラダイムの転換が伴う。成熟企業の新事業開
発の困難さは，パラダイム転換の困難さに起因する。
パラダイム転換の困難さは，組織の学習能力の制約と考えることもでき
る。組織の学習とは組織における知識の変化を意味する。アージリス&シ
ョーン (978)は，組織の学習にはシングルループ学習とダブルループ学
習の2つのパターンがあることを指摘した。シングルループ学習とは，組
織の実際の行為の理論の中心的な部分を維持したまま対応できるような間
違いを発見することによって，組織内外の変化に対応する学習であり，ダ
ブルループ学習とは，対立した組織規範に対して，規範の優先順位と比重
を比較考慮し，関連する戦略と前提とともに規範そのものを再構成するよ
(8) iXとは何々のようなものである」といった発言によって示される， Xについ
ての表現あるいは観念をメタファー(隠喰)と呼ぶ。人々に共通の思考前提を与
えるようなメタファーを基本メタファーと呼ぶ。例えば「企業はイエであるJと
いうのは，学者が企業とL、う組織を理解するための基本的なメタファーである。
(加護野， 1988a) 
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うな探索である。
組織は外界の変化に対して，できるかぎりシングルループ学習で対応し
ようとする。シングノレループ学習を促進する組織過程は，逆に組織におけ
る学習能力を制約すると L、う側面をもっ。組織の学習能力を高め，ダブル
ノレープ学習を行うことの可能な組織を開発するためには，組織内外の対立
した要求を個人間の葛藤として顕在化させ，それを弁証法的に解決するよ
うな組織過程を生み出す必要がある。
夕、、ブ?ルループ学習を行うことのできる組織を開発するためには，学習に
ついての学習，つまりこれまでに行ってきた組織学習の文脈を学習し反省
し，成功と失敗のエピソードを反省し，学習を促進あるいは阻害する原因
を見つけ，学習のための新たな戦略を開発し，その戦略を具体化し，それ
を評価し一般化することが要求される。そのような学習のための学習は，
ベイトソンの言葉を借りて，デューテロ学習(第二次的学習)と呼ばれる。
デューテロ学習を行うことのできる組織の開発が，パラダイム転換を成功
させるための鍵である。
加護野(1988a )は，つぎのようなパラダイム転換の(仮説)モデルを
提示している。加護野モデルで1ま，企業のトップマネジメントがトップダ
ウンで行う変化促進のプロセスと ミドル・マネジャーがボトムアップで
行う変化創造のプロセスをうまく相乗させ，連続的な変化の促進と増幅を
行うことがポイントとなる。
パラダイム転換の第一段階は変化の土壌づくりである。企業における変
化の土壌となるのは，問題，矛盾，緊張，危機などの不安定状態の創造と
増幅であり，それを生み出すのがトップマネジメントによる戦略的な「ゆ
さぶり」である。
第二段階では， ミドル・マネジャーの創造的なリーダーシップを引きだ
し，新しいパラダイムを体現する役割モデル(成功の実績によって新しい
発想の有効性を人々に説得する)としての突出集団の育成が行われる。突
い) ベイトソン(1972)を参照。
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出集団とは，危機状況のなかから， トップが生み出した矛盾を創造的に解
消するような新事業，商品，サービスを創造するとともに，既存のパラダ
イムの自に見えない壁を乗り越え，新しいパラダイムの核となるアイデア
を生み出す集団を意味する。
突出集団の育成に成功するためには，つぎのような条件が必要とされる。
(1) 社内の雑音から隔離する。(例えば，社内ベンチャーの活用)
(2) 集団内に十分な異質性を取り込む。
(3) 集団の規模を小さくする。
(4 ) 挑戦的な目標と明確な納期を設定する。
( 5) 予算，職務手続き等の組織的障害を排除し，弁解の余地をなくさせ，
健全なひらきなおりを促進させる。
パラダイム転換の第三段階は，変革のシンボルを核に変化の渦を巻き起
こし，突出集団の生み出した新しい発想を社内に伝播させ，発想、の変化を
さらに増幅させ，新しい発想システムとして体系化させることである。変
化の増幅と制度化の成功の鍵となるのはつぎのような条件である。
(1) 突出集団やそれに続く集団のリーダーやメンバーの処遇人事
(2) 最初の段階での矛盾や問題，危機の広がりの程度
(3) 社内の多様な部署と関連をもつような戦略的事業で突出を引き起こす。
このモデルはいくつかの企業の成功事例から仮説的に提出されたもので
あるが，その普遍性については確証されているわけではない。企業の初期
条件の違い，変化のプロセスをどうコントロールしていくのか(例えば，
どの程度の不安定状態の創造が必要なのか)，産業ごとの条件の違い等，
いくつかの間題があるであろう。しかしこのモデ、ルの真の意味は，変化の
実践のためのシナリオではなく，実務家の意識改革のための問題提起なの
である。
次節では，味の素(株)の新事業開発の事例によって，成熟企業がどのよう
にパラダイムを転換していったかを見ることにしよう。
(10) 次頁へ記載。
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7 成熟企業の新事業開発一味の素の事例己
経営基盤の確立
味の素株式会社(以下特記しない限りは，味の素で社名を示す)の歴史
は，明治41年東大教授の池田菊苗博士が，昆布のうま味成分の研究を通じ
て発明した調味料グルタミン酸ソーダ(~、わゆる調味料「味の素J) を，
当時ヨード製品の製造・販売を行っていた日本化学工業株式会社の鈴木三
郎助が，翌42年本格的な商業生産に乗り出したことにさかのぼる。
製造方法の技術革新と多角化の開始
味の素の多角化は，グルタミン酸ソーダ製造の技術革新を契機としてい
る。創業以来踏襲されてきた「味の素Jの製造方法は，小麦粉，脱脂大豆
などの植物性蛋白の強酸による加水分解による方法であったが，昭和31年
の協和醗酵工業の直接醗酵法の開発成功を機に，化学的に作る合成法と，
澱粉やサトウキピなどの糖分を醗酵させてつくる醗酵法へと製法の転換が
進んでいった。
それは業界における味の素の先発企業としての優位性を否定するもので
あった。それまでは調味料「味の素」の生産・販売を主軸に，関連製品の
加工・販売が有機的に結合し，全体としての生産・販売体制が整備されて
いた。合成法あるいは醗酵法への製法転換にともなって，植物油，澱粉，
「味液」等の関連製品は，調味料「味の素」とは製造面において関連性を
(10) 加護野自身，このモデルが企業パラダイムの革新プロセスをあまりにきれいに
描きすぎたかもしれないと認めた上で，つぎのように述べている。
「パラダイム革新は，けっしてきれいごとだけではすまされない。パラダイム革
新は， 1"革命」のプロセスであり，ときには権謀術数に頼らざるをえない政治的
なプロセスになってしまうこともある。このような問題があることを認めたうえ
で，しかし，そのメカニズムを理解しなければならない。J(加護野C1988b))
(1) この事例研究は，中山 (1983)，1989年3月初日付日本経済新聞，及び広島通
産局の主催で， 1989年3月2日開催されたニュービジネス振興講演会における，
味の素側新事業開発部長吉川彰一氏の講演をもとに，筆者が作成した。
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もたないことになった。このため脱脂大豆の高度利用を図った飼料分野へ
の進出が行われたり，大豆蛋白製品の企業化が目指された。
加工食品への多角化
加工食品への多角化に関しては，外資との提携あるいは合弁が活用され
た。昭和38年には，コーンプロダクツ社(現在の CPCインターナショナ
ル社)との合弁提携によって， Iクノールスープ」が発売された。商品開
発にあたっては， CP社のマーケテイングのノウハウを摂取し，日本人の
晴好に合ったレシピーの開発努力がなされた。販売面では折から興隆期で
あったスーパーを中心に大量陳列，大量販売方式が本格的に採用された。
昭和37年にはアメリカの穀類食品の大手ケロッグ社との提携によって，
コーンフレーク類の製造-販売に進出，昭和40年には CP社からの技術導
入によってマヨネーズの製造・販売に進出した。マーガリン及びドレッシ
ングはその延長上の製品である。昭和47年には調理済み冷凍食品に進出し
た。昭和48年にはアメリカの大手食品会社ゼネラルフーヅと提携し，イン
スタントコーヒーの販売に乗りだし，昭和55年にはフランスの大手乳製品
メーカーであるジェルベ・ダノン社と合弁で味の素ダノン社が設立され，
チルド食品(要冷蔵食品)への進出が行われた。
化成品・医薬・バイオテクノロジーへの多角化
製法の技術革新以前においては，分解法でとれる各種アミノ酸のうち，
グルタミン酸だけを調味料「味の素」の原料とし，残りの液は「味液」と
して醤油の原料にされていた。合成法・醗酵法の技術が確立されたことに
よって，様々なアミノ酸を，単独で必要な量だけ生産する道が聞けてきた。
この結果，各種アミノ酸およびその製造技術を利用して化成品，医薬品，
飼料，甘味料などの分野で様々な製品開発の可能性が出てきた。
医薬品への進出の背景について，域特許部長(昭和57年当時)はつぎの
同 この場合は，製造のみを子会社に任せ，独力で進出した。
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ように述べている。
40年代の前半て、グルタミン酸，イノシン酸，グアニール酸など調味料
としての核酸の研究が一段落しました。そこでアミノ酸の利用分野を探
し始めたのて‘すが，自然な方向として調味料とは親戚みたいな関係にあ
る医薬品に力を入れ始めたわけで、す。アミノ酸誘導品物質の中には抗ガ
ン性のあるものや，糖尿・高血圧に効くものなど色々な可能性が考えら
れます。また技術面のつながりとしては，当時グルタミン酸ソーダの安
全性問題が出たため，安全性の研究も充実させました。これによって身
につけた，有効性や発ガン性の測定技術を使って，入りやすいというこ
とからアミノ酸とは直接関係ありませんが，制ガン剤や抗生物質の研究
を始めたわけて、す。
既存事業とバイオテクノロジーの関わり合いについても，城特許部長は
つぎのように述べている。
醗酵法は天然、の微生物を利用して食品を作ることから始まったわけで
すが，戦後アメリカから入ってきたペニシリンを生産する菌にX線や紫
外線を当てて天然の菌を改造する研究を手掛けました。菌を目的に適っ
たものに変えることを変異と呼び，それを安定した性質のものに育て上
げることを育種と呼びます。グルタミン酸の醗酵にはブレピパクテリウ
ムという菌を使いますが，これが変異によって他のアミノ酸もたくさん
作る性質を持っていることがわかってきました。味の素ではこの技術を
利用して， リジンやアルギニン等の種々のアミノ酸を作ることに成功し
たわけです。
遺伝子工学というのは，このような変異の操作の延長線上にあり，基
本的な実験操作としては非常によく似ています。つまり，醗酵法を進め
る過程で習得した変異操作の研究が遺伝子工学の研究につながりまし
(13) 中山 (983)より引用。
(14) 中山 (983)より引用。
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た。当社としては自然、にそちらの方に進んできたわけで、急に人を採って
強化したということではなくて，周辺技術というか延長技術の中で入っ
ていったというのが実態です。
医薬品でも，抗生物質や制ガン剤等のようにきわめて研究志向の強い分
野では，技術など一部の重要な側面で共通性があり，外部からは一見類縁
にみえる事業でも，実際にはきわめて異質なことがあるといわれている。
同じ医薬品でも医療用医薬品と一般用医薬品とでは大きく異なる。新製品
を開発する場合にも，長期間をかけて安全性や薬効のデータを集積し，そ
れを総合的に評価してどう L、う分野に注力するかが最終的に判断される。
この過程では食品のようなマネジメントの非技術的な意志は働かすー，成功
失敗はマネジメントの土地カンの有無に帰せられる。また医薬事業におい
ては，営業力，特に学術活動能力，端的にいえばフ。ロパーの質と数が最後
にはものをいうといわれている。このために，味の素では積極的に他社と
の提携を行っている。
昭和51年には，アミノ酸類をバルクで医家向けに供給することで協力関
係のあった森下製薬に社長を派遣し提携関係を強化し，本格的な医薬品へ
の進出を図った。アミノ酸甘味料「アスパルテームJは，アメリカのサー
ル社が用途開発したものを味の素が工業化したものであり，サール社が用
途特許を，味の素が製造特許を持っている。サール社と味の素は昭和45年
にこれを商品化して全世界で叛売する目的で提携している。昭和50年代の
初めには椎茸から抽出した多糖類から制ガン剤「レンチナン」を開発し，
山之内製薬と共同で昭和53年から商品化に取り組んでいる。
研究開発体制
味の素では新製品の開発においては，臨機応変に開発チームが組織され
る。特に既存の事業部に属さない商品の場合には，開発を担当したチーム
がそのままプロジェクトを“持って出て'¥市場開拓が軌道に乗るところ
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まで責任を負う形をとっている。「アルギンZJの場合を例にとれば，つ
ぎのような開発プロセスをたどった。
「アルギンZJは，家庭の主婦を相手に事業を展開してきた味の素にと
っては初めての，いわば男性向け商品であり，その発端は昭和51年に当時
のファイン事業部や中央研究所を中心に組織された「角田委員会」に始ま
る。この委員会の目的は，得意のアミノ酸を軸にした新製品・新事業の開
発を体系的に推進することにあったが，有望商品のひとつとしてアルギニ
ンを利用した新しいタイフ。の清涼飲料が選ばれた。「アルギンZJの開発
は当初ファイン事業部の中で開始されたが，昭和53年秋に経営会議で正式
に認可された後，開発グループは IAM班」としてファイン事業部から分
離独立し， IアルギンZJの開発に専念した。その後昭和55年7月には IA
M班」はそのまま「飲料事業部」に昇格した。
成熟化と新事業開発
味の素は調味料メーカーから総合食品会社へと巧みな変身を遂げてきた
が，その成長は第一次石油ショック以後鈍化している。最近十年間の売上
高の伸びは年率で2.5%である。現在味の素は21世紀をにらんだ経営構想
IWE21Jをつくり経営革新に乗り出している。
IWE21Jでは，味の素は， 21世紀の国際的な優良企業への変身を目指
しており，西暦2000年の時点で，園内の味の素単独の売上高で1兆円と，
現在の2.5倍(年率換算で9%弱)の目標を立てている。しかしその本来
の目的は，社内にショックを与え活性化することである。 IWE21Jの目
的について，歌田社長は次のように述べている。
IWE21JのWEはワールド・エクセレンスの頭文字であり，世界に
通用する優良企業へと成長したい。そのためのトップの役割は，革新的
な企業カルチャーづくりにあると思う。「明るく，誠実で，たくましし、」
のモットーを事あるごとに社員に呼びかけている。社内活性化で大企業
(15) 1989年3月20日付日本経済新聞より引用。
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病を防ぐことが，肝心である。
rWE21Jの具体的な計画の作成に当たっては，全社員にアンケート用
紙を配り意見提案を集める，二十代の若手社員による御意見番グループで
ある「ヤング・ボード」を結成する等，組織のあらゆる部署と階層からの
意見を反映させる方法が採られている。
rWE21Jにおける新事業開発では，具体的に次のような分野が挙げら
れている。
(1) レストラン(直営だけでなくノウハウの供与であるレストラン・ビジ
ネス・エンジニアリングも含み，第一号の顧客は日本食堂)
(2) 弁当・惣菜/事業所給食
(3) 通信販売
(4 ) 食器(テーブルコーディネートを主体とするオリジナルと輸入ブラン
ド食器)
(5) シルバービジネス(食品とその周辺)
(6) 水耕栽培(三菱商事と提携し，ミニトマトとサラダ菜の水耕栽培のソ
フトとハードを提供)
(7) 不動産開発(遊休土地の有効活用)
吉川新事業開発部長は， rWE21Jの経験を踏まえ，成熟企業における
新事業開発の成功のためには，次のようなことが必要であろうと述べてい
?。? ?
(1) 管理型の人ではなく，学習棄却をし無から出発できる，新事業に惚れ
込むことのできる人を選ぶこと。あるいは味の素の考え方を背負ってい
ない，新しい価値感を植え付けることのできる人材を組織内に吸収する
ために，外部の人と組むこと。そのための人脈を掘り出してくる能力の
(1的 1989年3月2日の講演における報告，及び筆者の質問に対する吉川氏の回答を，
筆者が整理した。
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ある人材を選ぶこと。
(2) 昔のことにこだわり，短期的な数字にこだわらないように，新事業は
本体から切り離し，中期的な目標を強調すること。
(3) 担当者が問題意識あるいは夢をもつことのできるような考え方の枠組
をトップが与えること。 トップは基本戦略を持ち，計画を推進し保育す
る。そのためには，組織内外で支援し，評価の基準を明確にし，権限と
責任を与える。
(4) 計画をつくることではなく，結果を出すことを第一の目的とする。そ
のためには，コアとなる部分はファッションではなくしっかりしたもの
をもち，最終的な期限をはっきりと定めて，それを実現するための方法
を考えること。
味の素の多角化と新事業開発の過程は，初期の段階では事業聞のシナ
ジーを意識し，関連型の多角化が行われたが，成熟化にともない組織の活
性化を白的とした新事業開発が行われるようになった。それは味の素の既
存の企業ノfラダイムを変化させるような新事業開発であった。
8 ま と め
成熟企業の新事業開発には， Iどのような事業分野に経営資源を展開し
ていくか」と L寸問題と， I新事業開発をどう組織化していくかj という
問題の2つの問題がある。前者の問題は，多角化戦略の研究成果から，既
存事業との関連性を軸にして新事業を展開していくべきであるとし、う結論
が得られている。しかしトヨタと旭化成の事例に見るように，事業聞の関
連性には組織の認識とL、う問題が存在し， しかもそれが新事業開発の成否
に決定的な影響を与えることが示唆された。
後者の問題については，多角化戦略のタイプによって，組織を機能分化
(17) 吉原他 (1981)では，味の素の多角化は，関連分野拡散的多角化に分類されて
いる。
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させ，その統合の仕方を変えていくこと，すなわち事業の多様化に対応し
事業部制組織へと移行するべきであるとされている。それは組織の置かれ
た状況ごとに組織化の方法を変えるというコンティンジェントな結論であ
る。組織化の指導原理となるのは，組織の情報処理能力である。
しかし現実には，閉じ事業分野の同じ環境の下にあり，客観的に同じ程
度の規模と技術水準と思われるのに，その戦略と実行のプロセスが異なり，
もたらされる成果も異なる企業が多数存在している。新事業開発において
も，ある企業は成功し，別の企業は思うように進んでいなし、。新事業開発
の思うようにいかない企業が，なぜうまく L、かないのか，成功した企業と
どこがどう違うのか，を明快に説明できる理論はこれまでに存在しなかっ
た。本稿では，成熟企業の新事業開発の特異性を，組織と戦略が相互浸透
していること，同じ情報でも企業ごとにそこから引き出す意味が異なるこ
とであると考えた。
成熟企業の新事業開発における組織と戦略の問題を体系的な一つの枠組
で説明するために，本稿では組織認識論の視点を用いた。組織認識論とは，
組織における知識の獲得と利用の仕方とL、う側面から，組織と戦略の相互
作用，組織がある情報から意味を引き出し戦略を策定し実行してL、く過程，
企業の変化のメカニズムを考える試みである。
組織には，行動の原理としての rB常の理論」が共有され，それは発展
してL、く。日常の理論の共有と発展は， r企業ノξラダイム」のもつ性質に
よって説明することができる。企業ごとの戦略と実行のプロセスの違い，
新事業開発の成功と失敗は，企業ノξラダイムの違いとパラダイムのもつ性
質によって説明することができる。企業パラダイムは変化しにくい性質を
持つゆえに，企業の成功と発展の原動力となり，逆に新事業の開発におい
ては困難をもたらす。企業パラダイムのもつ性質を考察することから，成
熟企業の新事業開発を成功させるための指針が得られた。
現在の日本の多くの企業では，変化の必要な企業ほど変化の必要性が認
(1時加護野C1988a)を参照。
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識されていないとし、われている。本稿で提出したモデ、ルに対しては， トッ
プが変化の必要を認識しなければモデ、ルが起動しないのではないか，とい
う批判が寄せられている。このモデルは， 日本企業の成功事例から導き出
されたものであり，これらの企業のトップは変化の必要性を明確に認識し
ている。トップがいつどのようにして変化の必要性を認識するか， トップ
にどのようにして変化の必要性を認識させるかは，今後の研究課題である。
組織認識論の今後の課題は， トップが変化の必要性を認識していない企
業にパラダイム転換の必要性を指摘し，パラダイム転換への実践的な処方
筆を与えること， トップ主導ではない変化のモデ、ルあるいは別の作用経路
を開発することである。組織認識論は学者の理論である。それは実務家の
日常の理論の変化発展を説明予測できる。パラダイムを変えるために学者
の理論をどう機能させるか，学者の理論をどのようにして実際の行為の理
論 (theoryin action)にするかが残された課題である。
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